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世界のﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄ機体数（2009年）

注： 機体数にはﾀｰﾎﾞﾌﾟﾛｯﾌﾟ機を含む;

出所： BART INTERNATIONAL FEBRUARY-APRIL “EXCLUSIVE FLEET REPORT” （2010）; SHANGHAI INTERNATIONAL BUSINESS AVIATION SHOW HP“CHINESE GA MARKET”;
JBAA (JAPAN BUSINESS AVIATION ASSOCIATION) 「データが示す日本のビジネス航空―2009年の実績」(2010);
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企業によるﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄ利用検討の流れ

ﾀｰﾐﾅﾙ

発着枠は十分か？

国際・国内線で使えるか？

許可取得日数は短いか？

駐機可能日数は長いか？

駐機ｽﾎﾟｯﾄ数は十分か？

専用ﾀｰﾐﾅﾙはあるか？

専用CIQはあるか？

機体から近いか？

事前申請～着陸 駐機 空港内動線利用を検討

運航会社

ｻｰﾋﾞｽは十分か？

運航会社

運航会社

① ② ③ ④

価格は適正か？
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日本に残された課題

なし なし

なし なし

設置予定

ｵﾝﾗｲﾝ申請化予定 ｵﾝﾗｲﾝ申請不可

なし

数分(最短時) 約10分

18ｽﾎﾟｯﾄ 9ｽﾎﾟｯﾄ

14日間 7日間

設置予定：数分 なし：約30分

ﾁｬｰﾀｰ機が少なく、ｺｽﾄ競争なし

「ぜいたく品」とのｲﾒｰｼﾞ

不便というｲﾒｰｼﾞ

当日申請可能 当日申請可能

国内・国際で利用
可能

国内・国際で利用
可能

空きｽﾛｯﾄ分 8回/日

2012年2月時点の首都圏

世界標準に満たない項目

成田 羽田

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ

専用格納庫

専用ﾀｰﾐﾅﾙ

ｽﾎﾟｯﾄ・ﾀｰﾐﾅﾙ間
移動

駐機ｽﾎﾟｯﾄ数

最大駐機日数

専用CIQ

ｻｰﾋﾞｽ

国内でのｲﾒｰｼﾞ

海外でのｲﾒｰｼﾞ

許可取得
期限

国際・国内
ﾌﾗｲﾄ

発着枠

①

②

③

④
ﾒﾝﾃﾅﾝｽｻｰﾋﾞｽあり

専用格納庫がある

専用ﾀｰﾐﾅﾙあり

数分(5分以内)

10～100ｽﾎﾟｯﾄ以上

制限なし

あり(常駐、出張)

ﾁｬｰﾀｰ機が多く、ｺｽﾄ競争あり

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾂｰﾙのｲﾒｰｼﾞ

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾂｰﾙのｲﾒｰｼﾞ

当日申請可能

国際・国内で利用可能

100回/日
ｵﾝﾗｲﾝ申請可能

世界標準
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課題 2１

海外企業の
日本回避

ﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄに
対する偏見

課題 22

現行法規制
による制約

課題 23

ｲﾝﾌﾗによる制約

課題 24
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課題に対する解決策/まとめ

解決策 21

改善動向の海外向け発信

利用ﾒﾘｯﾄの
国内向け発信

解決策 22

ﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄ向け
の法規制整備

解決策 23

空港運用方法の変更

解決策 24

専用施設の整備

解決策 25

本資料のﾃｰﾏ

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ

専用格納庫

専用ﾀｰﾐﾅﾙ

ｽﾎﾟｯﾄ・ﾀｰﾐﾅﾙ間
移動

駐機ｽﾎﾟｯﾄ数

最大駐機日数

専用CIQ

ｻｰﾋﾞｽ

国内でのｲﾒｰｼﾞ

海外でのｲﾒｰｼﾞ

許可取得
期限

国際・国内
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④
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なし なし

なし なし

設置予定

ｵﾝﾗｲﾝ申請化予定 ｵﾝﾗｲﾝ申請不可

なし

数分(最短時) 約10分

18ｽﾎﾟｯﾄ 9ｽﾎﾟｯﾄ

14日間 7日間

設置予定：数分 なし：約30分

ﾁｬｰﾀｰ機が少なく、ｺｽﾄ競争なし

「ぜいたく品」とのｲﾒｰｼﾞ

不便というｲﾒｰｼﾞ

当日申請可能 当日申請可能

国内・国際で利用
可能

国内・国際で利用
可能

空きｽﾛｯﾄ分 8回/日

2012年2月時点の首都圏

世界標準に満たない項目

成田 羽田
課題 2１

海外企業の
日本回避

ﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄに
対する偏見

課題 22

現行法規制
による制約

課題 23

ｲﾝﾌﾗによる
制約

課題 24
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解決策3： 法規制整備

ｴｱﾗｲﾝ向け

FAR
Part 121

FAR
Part 91

FAR
Part 135

既存航空法
整備すべき

法規制

米
国

自家用機向け ﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄ向け

日
本

ﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄに対応した航空法ﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄに対応した航空法

解決策 23

 改善項目

• 運航関連事業者側

- ﾁｬｰﾀｰやﾒﾝﾃﾅﾝｽｻｰﾋﾞｽのｺｽﾄ低減
- 参入事業者が増加
- 競争による品質向上と低価格化

• 操縦士ﾗｲｾﾝｽの変更手続きの簡素化

• 予備品証明書などの手続書類の廃止、緩和

• 耐空証明に関する要件の緩和

• 機体を保有するｵｰﾅｰ側

- 維持ｺｽﾄ低減

法整備

 ﾒﾘｯﾄ
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FAR Part 135相当の未整備による課題
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日本企業のﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄ国籍（2009年）

注： 機体数にはﾀｰﾎﾞﾌﾟﾛｯﾌﾟ機を含む;

出所： BART INTERNATIONAL FEBRUARY-APRIL “EXCLUSIVE FLEET REPORT” （2010）; SHANGHAI INTERNATIONAL BUSINESS AVIATION SHOW HP“CHINESE GA MARKET”;
JBAA (JAPAN BUSINESS AVIATION ASSOCIATION) 「データが示す日本のビジネス航空―2009年の実績」(2010);
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日本企業は、
日本籍機での登録を避け、
米国籍機として登録

内訳は、
政府機や企業保有の

小型機（ｾｽﾅ等）等
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米国・日本国籍機でのｺｽﾄ比較 （年間）

注： G500ｸﾗｽの機体を年間200時間運航した場合。燃料費はUS$4.00/Gallonと仮定。出所：業界関係者へのﾋｱﾘﾝｸﾞ結果よりｲｰｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ作成

■ 高いｺｽﾄが日本国籍機回避の一因

(千ﾄﾞﾙ/年)

機
体
保
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ス
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間
）

米国籍機 日本国籍機

固
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費

変
動
費

人件費（機長、乗務員他）

運航管理者

航空保険

訓練費（乗務員、実機）

格納庫

固定資産税

その他

燃料

定期点検･整備費

耐空検査費
無線検査費
その他

3,798千ﾄﾞﾙ

1,523千ﾄﾞﾙ

約2.5倍
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米国籍機 日本国籍機

(千ﾄﾞﾙ/年)

人件費（機長、乗務員他）

運航管理者

航空保険

訓練費（乗務員、実機）

格納庫

固定資産税

その他

燃料

定期点検･整備費
耐空検査費
無線検査費
その他

1,523千ﾄﾞﾙ/年

3,798千ﾄﾞﾙ/年

要因 27

運航管理者が必要

要因 26

割高な日本の保険加入が必須

要因 25

年1回の実機訓練が必須

要因 24

固定資産税が必須

要因 23

燃料税が課税

要因 22

年1回の耐空検査が必須
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海外の法規制によるｺｽﾄ高要因の解消

要因 27

運航管理者が必要

要因 25

年1回の実機訓練が必須

要因 22

年1回の耐空検査が必須

ＥＡＳＡ（欧州）

Part135

耐空証明 運航安全 航空交通管理

耐空証明発行

連続式耐空証明

乗員資格 航空管制官資格

航空交通監視

航空保安業務

航空機衝突防止

海外の運用済み法規制海外の運用済み法規制

ＦＡＲ（米国）

運航管理について

操縦士資格について

耐空証明について

・・・

海外の運用済み
法規制を参照し、
解消する

航空法に関連するｺｽﾄ高要因航空法に関連するｺｽﾄ高要因
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FAR と EASAの比較
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FAR と EASA採用国

ＦＡＲ採用国 ＥＡＳＡ採用国

米国

ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ

中国

欧州31か国

出所： 業界関係者へのﾋｱﾘﾝｸﾞ結果よりｲｰｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ作成
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FAR と EASA採用国の比較 (1/2)

北米の事故率実績北米の事故率実績
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出所： “Annual Turbine Aircraft Accident Review” Robert E. Breiling Associates, Inc. 2010”

ＦＡＲ採用国 ＥＡＳＡ採用国

機体数ｼｪｱ 事故数ｼｪｱ＞ 機体数ｼｪｱ 事故数ｼｪｱ＜
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60.1%

12.3%
3,677機

FAR と EASA採用国の比較 (2/2)

登録機体数ｼｪｱGDPｼｪｱ

FARが、経済規模(GDP)、

機体数でも、最も有力な
法規制となっている

18,031機
Ｆ
Ａ
Ｒ
採
用
国※

1

Ｅ
Ａ
Ｓ
Ａ
採
用
国※

2

※1： 米国、中国、ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ
※2： 欧州EASAﾒﾝﾊﾞー国31か国

出典： “2009 BUSINESS AIRCRAFT FLEET”BART International FEBRUARY-APRIL-2010
World Bank HP

32.7%

26.5%

約20.6兆ﾄﾞﾙ

約16.7兆ﾄﾞﾙ
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FAR採用ﾒﾘｯﾄ
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FAR採用のｽﾃｯﾌﾟ（あくまでも案）

ｽﾃｯﾌﾟ① 法規制の整備 ｽﾃｯﾌﾟ② 米国との相互承認

Bilateral Aviation
Safety Agreement

日本 米国

Part135

ＦＡＲ（米国）

運航管理について

操縦士資格について

耐空証明について

・・・

FARを参照し、法規制を変更する ﾋﾞｼﾞﾈｽ航空分野の法規制を相互承認する
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FAR採用のｽﾃｯﾌﾟ（あくまでも案）

メ
リ
ッ
ト

ｽﾃｯﾌﾟ① 法規制の整備 ｽﾃｯﾌﾟ② 米国との相互承認

 運航管理者が不要
運航管理はﾊﾟｲﾛｯﾄが実施する

 機長資格要件が緩和
定期運送用操縦士でなく、事業用操縦士
が操縦できる機体が増加する

 ﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄによる同一路線多頻度運航
同一路線を反復継続しても、航空運送
事業にあたらない

 耐空証明更新費用が低減
整備規程に則り整備されている限り、
耐空証明が有効となる

 機体購入、運用ｺｽﾄ低減
現状の航空法に適合させる改造費用が
不要となる

 ﾊﾟｲﾛｯﾄの確保が容易
日本・米国双方のﾊﾟｲﾛｯﾄが操縦可能となる

 整備士の確保容易
米国の整備士が日本でも整備可能となる

 ﾒﾝﾃﾅﾝｽ市の拡大
航空局認定整備業者による、米国籍機の
ﾒﾝﾃﾅﾝｽが可能となる

 日本事業者の海外展開
日本の事業者が国内と同様の手順で海外でも
事業展開可能となる



19
Copyright © 2012 e-solutions All Rights Reserved.
STRICTLY CONFIDENTIAL

第4回ﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄの推進に関する委員会/20120216

(参考)FAR採用による経済効果

※ 1ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙﾄﾞﾙ=61.30円として計算
出所： “Asia’s MRO Hub” Avionics Today 2010年2月1日

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙは米国籍機のﾒﾝﾃﾅﾝｽが可能な拠点を集約。
2018年までに、年間約200億円※の経済効果を見込んでいる。
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法規制整備の方法 (1/2)

ｴｱﾗｲﾝ向け

FAR Part 121 FAR Part 91 FAR Part 135

既存航空法
整備すべき
法規制

米
国

自家用機向け ﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄ向け

日
本

法規制整備の方法法規制整備の方法ﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄに対応した法規制の整備ﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄに対応した法規制の整備

ｵﾌﾟｼｮﾝ①： 現状の航空法内で対応

ｵﾌﾟｼｮﾝ②： 他国の法規制を採用

解決策 23
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法規制整備の方法 (2/2)

ｵﾌﾟｼｮﾝ①： 現状の航空法内で対応 ｵﾌﾟｼｮﾝ②： 他国の法規制を採用

既存航空法
航
空
法

施
行
規
則

通
達 航空局通達

航空法施行規則

ﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄ
に関する

航空局通達

ﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄ
に関する

航空局通達

ﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄに
関する法律

新規に通達を複数出し、
規制を変更する

ﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄ向け
法律を制定する

航空局通達

既存航空法

航空法施行規則

ﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄに
関する法律

ｴｱﾗｲﾝ向け 自家用機向け ﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄ向け ｴｱﾗｲﾝ向け 自家用機向け ﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄ向け

ﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄ
に関する

航空局通達
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法規制整備の困難さ

FARの場合FARの場合

 FARの文面（3項目分）

日本の対応日本の対応

: 180項目FAR Part 135 ｵﾌﾟｼｮﾝ①： 現状の航空法内で対応

ｵﾌﾟｼｮﾝ②： 他国の法規制を採用

 分量が多く、通達での対応は難しい

 通達での対応のため、

短期間で実施可能

 既存条文を利用できるため、容易

 新規の法制定が必要なため、

施行までに長期間を要す

A
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法規制の理解

出所： 国土交通省HP

複数の通達から法規制を理解することは困難

※ 「航空運送事業」で検索すると139件が該当

既に体系化されており、理解が容易

・・・

B

Part135

ＦＡＲ（米国）

運航管理について

操縦士資格について

耐空証明について

・・・

ｵﾌﾟｼｮﾝ①： 現状の航空法内で対応 ｵﾌﾟｼｮﾝ②： 他国の法規制を採用
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法規制整備方法比較のまとめ

法規制整備の早さ法規制整備の早さA

法規制の理解法規制の理解B

 通達での対応のため、

短期間で実施可能

ｵﾌﾟｼｮﾝ①： 現状の航空法内で対応 ｵﾌﾟｼｮﾝ②： 他国の法規制を採用

• 原案作成

• 制度化

 分量が多く、

通達での対応は難しい

 新規の法制定が必要なため、

施行までに長期間を要す

 既存条文を利用できるため、

容易

複数の通達から法規制を
理解することは困難

既に体系化されており、
理解が容易


